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U資産運用会社における運用ガイドライン変更のお知らせ 

 

 

スターツプロシード投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託するスターツ

アセットマネジメント投信株式会社（以下「資産運用会社」といいます。）は、本日開催の取締役会に

おいて、社内規程である運用ガイドラインを変更することを決議いたしましたのでお知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１． 運用ガイドラインの主な変更内容 

 

（新） （旧） 

第 15 条（取得方針） 

(5) U取得価格（不動産売買手数料等の取得に要する

諸費用を含まない、売買契約書に記載された売

買価格をいう。但し消費税等は含まない。）は、

不動産鑑定評価額を上限とする。U 

第 15 条（取得方針） 

（新設） 

第 44 条（主要投資対象以外の特定資産） 

（略） 

(1) U投資信託及び投資法人に関する法律施行令

（平成 12 年 11 月 17 日政令第 480 号、その後の改

正を含む、以下「投信法施行令」という。）U第 3条U第

2号Uに定めるデリバティブ取引Uに係る権利U 

(2) 預金 U（第(10)号に定める譲渡性預金を除く。）
U 

(3) U投信法施行令第 3条第 7号に定めるU金銭債権

 

(4) Uコール・ローン 

(5) U金商法第 2条第 1項第 1号に定める国債証券

(6) U金商法第 2 条第 1 項第 2 号に定める地方債証

券 

(7) U金商法第 2 条第 1 項第 3 号に定める特別の法

律により法人の発行する債券 

(8) U金商法第 2 条第 1 項第 4 号に定める資産流動

化法に規定する特定社債券 

(9) U金商法第 2条第 1項第 5号に定める社債券（た

だし、転換社債券及び新株予約権付社債券を除く。）

第 46 条（主要投資対象以外の特定資産） 

（略） 

(1) U投信法施行令U第 3 条 U第 14 号Uに定めるU金融Uデリ

バティブ取引 

 

 

 

(2) 預金 

(3) 金銭債権U（投信法施行令第 3 条第 1 号、第 12

号及び第 14 号に該当するものを除く。）U 

(4) U政府が元本の償還並びに利息の支払いについ

て保証している有価証券及びそれらと同様の

指定格付（証券会社の自己資本規制に関する内

閣府令第 1 条第 1 項第 15 号に規定する格付）

が付与された有価証券 

（以下、新設） 

 

 

 



だし、転換社債券及び新株予約権付社債券を除く。）

(10) U譲渡性預金 

(11) U金商法第 2条第 1項第 12号に定める貸付信託

の受益証券 

(12) U金商法第 2条第 1項第 15号に定めるコマーシ

ャル・ペーパー 

(13) U信託財産を主として上記第(2)号ないし第

(12)号に掲げる資産に対する投資として運用する

ことを目的とする金銭の信託の受益権 

(14) U有価証券（第 6 条及び上記第(1)号ないし第

(13)号に該当するものを除く。） 

U2.前項各号に掲げる金銭債権及び有価証券は、積極

的に投資を行うものではなく、安全性又は換金性を

勘案した運用を図るものとする。U 

U3.上記第 1 項第(1)号に掲げるデリバティブ取引に

係る権利は、本投資法人に係る負債から生じる金利

変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目

的とした運用に限るものとする。U 

U第 45 条（主要投資対象の特定資産に付随する資産）
U 

U当社は、第 5条に定める資産運用の基本方針のため

に必要若しくは有用と認められる場合に限り以下

に掲げる第6条の特定資産に付随する資産に投資で

きるものとする。 

(1) 商標法（昭和 34 年 4 月 13 日法律第 127 号、そ

の後の改正を含む。）に基づく商標権等（商標

権又はその専用使用権若しくは通常使用権を

いう。） 

(2) 温泉法（昭和 23 年 7 月 10 日法律第 125 号、そ

の後の改正を含む。）において定める温泉の源

泉を利用する権利及び当該温泉に関する設備 

(3) 著作権法（昭和 45 年 5月 6 日法律第 48 号、そ

の後の改正を含む。）に基づく著作権等 

(4) 動産（民法（明治 29 年 4月 27 日法律第 89 号、

その後の改正を含む。以下「民法」という。）

で規定されるもののうち、設備、備品その他の

構造上又は利用上不動産に附加されたものを

いう。） 

(5) 上記第(1)号ないし第(4)号に掲げるものに対

する投資として運用することを目的とする金

銭の信託の受益権 

(6) 資産流動化法第2条第6項に規定する特定出資

(7) 民法第 667 条に規定される組合の出資持分（不

動産、不動産の賃借権及び地上権を出資するこ

とにより設立され、その賃貸・運営・管理等を

目的としたものに限る。） 

(8) 各種保険契約に係る権利（不動産等及び不動産

等を主たる投資対象とする資産対応証券等へ

の投資に係るリスクを軽減することを目的と

する場合に限る。） 

(9) 不動産等及び不動産等を主たる投資対象とす

る資産対応証券等に付随して取得するその他

の権利 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 49 条（利害関係人取引） 

（略） 

3.第１項において利害関係人等とは、以下に定める

者をいう。 

(1) U投資法人の計算に関する規則（平成 18 年内閣

府令第 47 号、その後の改正を含む。）第 67 条第 4

項に規定される本投資法人の関連当事者に該当す

る者 

(2) 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則U（昭和 38 年大蔵省令第 59 号、その後の改

正を含む。） U第８条第８項に規定される関係会

社に該当する会社U等U 

（略） 

第 50 条（利害関係人取引） 

（略） 

3.第１項において利害関係人等とは、以下に定める

者をいう。 

(1) U投信法第 15 条第２項第 1 号及び投信法施行令

第 20 条に規定される、当社の利害関係人に該

当するもの 

 

(2) 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則第８条第８項に規定される関係会社に該

当する会社 

 

（略） 

 
２． 変更理由 

① 本投資法人が運用資産を取得する際の取得価格については不動産鑑定評価額を上限としてお

りますが、その取扱について資産運用会社の社内規程上、従来業務マニュアルに記載されて

いたものを、より明確化するために上位規程である運用ガイドラインに織り込みました。 

② 平成 21 年 1 月 19 日開催の本投資法人の第 3 回投資主総会において決議された本投資法人の

規約（以下「規約」といいます。）の変更にともない、主要投資対象の特定資産に付随する

資産、主要投資対象以外の特定資産について、規約との平仄を合わせるための変更を行いま

した。 

③ 利害関係人取引について、本日改訂の社内自主ルールである「関連会社等との取引に関する

ルール」の変更との平仄を合わせるための変更を行いました（詳しくは、本日付、「資産運用

会社における「関連会社等」の定義の変更に関するお知らせ」をご参照願います。）。 

④ その他明確化のために文言の修正を行いました。 

 

３． 今後の見通し 

本件にともなう平成 21年 4 月期及び平成 21 年 10 月期の運用状況の予想に修正はありません。   

 

以 上 

 

 
※ 本資料の配布先：兜倶楽部、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 
※ 本投資法人のホームページアドレス： TUhttp://www.sp-inv.co.jpUT 
 


